
令和元年１０月 1 日 

港湾空港局総務課 

第三セクターの経営情報について 

報告対象団体 門司港開発株式会社 

会社概要 

会 社 の 

事 業 概 要 

(１) オフィスビル等不動産の所有、賃貸及び管理 

(２) 各種イベントの企画、構成及び運営 

(３) ギャラリー及びショールーム等展示場の運営  

資 本 金 額 50,000 千円 

本 市 の 出 資 額 11,923 千円 

本市の出資割合 23.85 ％ 

従 業 員 数 3 人 

営 業 報 告 の 要 点 

設立 24 年目にあたる当期は、商業施設である海峡プラザ及び付属駐

車場を核として事業を展開した。 

 減資の実施や、借入金について、返済計画を策定し借入先を株主企業

から金融機関に変更して返済を開始したこと、更に主要事業である商業

施設「海峡プラザ」運営にあたって、高水準のテナント入居率を確保で

きたこと等により、財務内容は順調に改善されている。 

この結果、当期の売上高は 208,881 千円（前期比－1.8%）となっ

た。 

費用面では、 

売上原価の合計は、122,937 千円（前期比ー8.2%）となった。 

収支状況 

の 要 点 

当 期 純 利 益 67,186 千円 

前年度との比較 

○営業利益は、44,236 千円で、 

 対前期比      1,641 千円（＋3.9%）の増益となった。 

○経常利益は、39,520 千円で、 

 対前期比      6,816 千円（＋20.8%）の増益となった。  

○当期純利益は、67,186 千円で、 

 対前期比 21,967 千円（＋48.6%）の増益となった。 

その他 

(剰余金・欠損金、設備 

投資、資金調達など) 

○資金調達 若築建設株式会社及び株式会社フジタの借入金 478,000

千円（前期末残高）を全額返済し、金融機関から同額を借り入れた。 

○設備投資 なし 

繰 越 利 益 剰 余 金 65,717 千円 

株主総会 

令 和 元 年 6 月 21 日 

開 催 

監 査 報 告 
会計監査人及び監査役 2 名が監査を実施した結果、適法かつ正確であっ

た。 

議 案 

(1)報告事項 

 第 24 期（平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日）決算の件 

(2)決議事項 

 第 1 号議案 取締役 5 名選任の件 

(3)その他事項 

 資本金の額の減少手続き完了の件 

（平成３1 年３月３１日現在） 

資 料 ２ 
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令和元年 10 月 1 日 

港 湾 空 港 局 
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 【 添 付 書 類 】   

 ２２期事業年度（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）決算承認について 

 

 

事 業 報 告 
                     平成３０年４月 １日から 

平成３１年３月３１日まで 

 

 

１． 会社の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及びその成果 

   当社設立２４年目にあたる当期は、商業施設である海峡プラザ及び付属駐車場を核として事業を展開

しました。 

  当期の売上高は、208,881千円（前期212,674千円）と若干減少したものの、営業利益は44,236千円

（前期42,595千円）、また、経常利益は39,520千円（前期32,704千円）と増益となりました。当期純

利益は67,186千円（前期45,219千円）と、減資に伴う税効果会計の影響もあり前期と比較して増加し、

財務内容は順調に改善され、安定軌道に乗りました。 

これは、株主様のご理解を頂き減資を実施したことや、借入金について、返済計画を策定し借入先を

金融機関に変更し返済を開始したこと、更に主要事業である商業施設「海峡プラザ」運営にあたって、

人手不足と働き方改革にかかる営業時間の短縮に伴うテナント売り上げの減少があったものの、高水準

のテナント入居率を確保でき、間断のない業務見直しによる効率化やコストダウンに取り組むと共に、

旅行代理店等に対するインバウンド客の取り込みのための営業活動等を強化したこと等によるもので

す。   

 

今後はさらに業績向上と経営基盤の強化に努めてまいります。 

引続き株主の皆様のご理解とさらなるご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。  
 

 
(2) 資 金 調 達 の 状 況 

若築建設株式会社及び株式会社フジタの借入金 478,000 千円(前期末残高)を全額返済し、金融機関

から同額を借入れいたしました。※(8)参照 

 

(3) 設 備 投 資 の 状 況  

当事業年度中において、特記すべき設備投資はありません。 
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 (4) 財産及び損益の状況の推移 

区 分 
第２１期 

 
(平成 28 年 3月期) 

第２２期 
 

(平成 29 年 3月期) 

第２３期 
 

(平成 30 年 3月期) 

第２４期 
 

(平成 31 年 3月期) 

売 上 高 ( 千円 ) 212,480 214,024 212,674 208,881 

経 常 利 益 ( 千円 ) 19,239 32,815 32,704 39,520 

当 期 純 利 益 ( 千円 ) 8,520 27,371  45,219 67,186 

1 株当たり当期純利益 ( 円 ) 270.92 870.31 1,437.83 2,136.30 

総 資 産 ( 千円 ) 686,004 708,483 717,643 758,477 

純 資 産 ( 千円 ) △24,060 3,311 48,531 115,717 

1 株当たり純資産額 ( 円 ) △765.03 105.28 1,543.12 3,679.42 

 

  (5) 主 要 な 事 業 内 容 

      当社は、下記の事業を営むことを目的としています。 
 

① オフィスビル等不動産の所有、賃貸及び管理 

     ② ホテル及びレストランの経営 

     ③ 酒類、煙草、郵便切手及び収入印紙の販売 

     ④ 食料品、衣料品、工芸品、書籍、医薬品及び日用雑貨の販売 

     ⑤ 旅行業、広告代理業、両替業及び損害保険の代理業 

     ⑥ 各種イベントの企画、構成及び運営 

     ⑦ 地域、都市及び港湾等の各開発並びに環境整備に関する企画、調査及び設計業務 

     ⑧ 港湾施設の管理及び運営業務 

     ⑨ ギャラリー及びショールーム等展示場の運営 

     ⑩ 映画及び演芸に関する興行 

     ⑪ 前各号に付随または関連する一切の業務 

  (6) 主要な営業所 

本店 北九州市門司区港町５番１号 

 

   (7) 従 業 員 の 状 況 

                               （平成３１年３月３１日現在） 

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

３名      － ４８．１歳 ３．９年 
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(8) 借入先の状況                                                                                                                              

（平成３１年３月３１日現在） 

借 入 先 借 入 金 残 高 

株 式 会 社 福 岡 銀 行 

株 式 会 社 西 日 本 シ ティ 銀 行 

株式会社 北九州銀行 

福岡ひびき信用金庫 

200,572 
125,356 

  96,430 
38,572 

千円 

 

 

2．会社の株式に関する事項（平成３１年３月３１日現在） 

 

(1) 発 行 可 能 株 式 総 数 60,000株  

(2) 発 行 済 株 式 の 総 数 31,450株 （自己株式0株） 

(3) 当 事 業 年 度 末 の 株 主 数 46名  

(4) 上位１０名の株主 

株 主 名 持 株 数 持株比率 

若 築 建 設 株 式 会 社 

北 九 州 市 

株 式 会 社 フ ジ タ  

出 光 興 産 株 式 会 社  

株  式  会  社  ジ  ャ  ス  マ  ッ  ク 

株   式  会  社   ジ   ェ   ネ   ッ    ク 

東 海 運 株 式 会 社  

株 式 会 社 福 岡 銀 行  

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行  

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行  

 

8,360 

7,500 

4,000 

2,000 

1,500 

600 

600 

500 

500 

500 

株 

 

26.58 

23.85 

12.72 

6.36 

4.77 

1.91 

1.91 

1.59 

1.59 

1.59 

 

％ 
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3．会社役員に関する事項 

(1) 取締役及び監査役の状況（平成３１年３月３１日現在） 

地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 

代 表 取 締 役 社 長 内 田  健   一  

取         締         役 野 畑 昭 彦 
門司港運株式会社  

代表取締役社長 

取 締 役 惠 下 弘 幸 
若築建設株式会社取締役常務執行役員 

建設事業部門担当兼営業企画部長 

取 締 役 落 石 政 則 
株式会社ジェネック 

執行役員 

取 締 役 木 本 仁 北九州市港湾空港局長 

監 査 役 立 花 秀 樹 
株式会社福岡銀行 

常務執行役員北九州本部長 

監 査 役 柴 田 晃 宏 
東海運株式会社 

九州事業部長 

（注）１．監査役は全員、会社法第2条第16号に定める社外監査役です。 

   ２．上記記載のほか当事業年度中に辞任した取締役 

      なし 

        

(2) 役 員 報 酬 等 の 総 額（平成３１年３月） 

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額 摘 要 

取 締 役 １ 名 3,600 千円  

監 査 役 －  －   

計 １  3,600   

（注）株主総会の決議（平成 7 年 11 月 30 日 創立総会決議）による取締役報酬限度額は年額 10,000 

千円です。 
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4．会計監査人に関する事項 

 当社の会計監査人の名称 

公認会計士北部九州監査団  公認会計士 神尾康生 

 

 

5．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要及び運用状況の概要 

 

 (1)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

会社の業務執行が適正かつ健全に行われるため、取締役会は実効性のある内部統制システムの構築

と、法令及び定款遵守の体制の確立に努める。また、監査役は、取締役会及びその他の重要な会議へ

の出席、重要な決裁書等の閲覧等を通じて取締役の職務執行を監査し、業務執行の適法性・効率性並

びに経営の妥当性に対し検証を行い、課題の早期発見と、是正・指導に努める。 

 

 (2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役は、取締役会議事録、稟議決裁書その他職務の執行にかかる情報を取締役会規則に定めるとこ

ろに従い適切に保存し、管理する。 

 

 (3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当会社は、社内規則により業務毎の責任部署を定め、会社業務に関するリスク情報の収集と分析を行

う。さらに会社全体のリスクを統括的に管理し、リスク管理体制を明確化する。また、不測の事態を想

定した危機管理体制を確立し、商業施設に従事する関係者を定期的に教育・訓練する。取締役は定期的

にこれらの統制状況を点検し、是正・改善を指示する。 

  

 (4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会規則に基づく職務権限・意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体

制の確立に努める。 

 

 (5)使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

会社内及び商業施設の従業員における法令遵守の周知徹底を図るための規範や行動基準を定める。ま

た役職員が法令及び定款、その他の社内規則並びに社会通念などを遵守した行動をとるための規範や行

動基準を定め、その周知徹底と遵守を図る。会社の使用人は、会社内、商業施設において法令及び定款

違反、社内規則違反あるいは社会通念に反する行為などが行われていることを知ったときは会社の所管

部署に通報・相談し、その責任者は、重要な案件については遅滞なく取締役会及び各監査役に報告する。

その内部通報の制度に関しては、通報者の保護を図るとともに、透明性を維持した的確な対処の体制を

整備する。 
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 (6)企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当会社は、筆頭株主である若築建設株式会社に対し、企業集団に内在する諸問題または重大なリス

クを伴う統制事項を取り上げ、グループ全体の利益の観点から協調監査を行い、可能な限り企業集団

における情報の共有と業務執行の適正を確保することに努める。 

 

 (7)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

当会社に所属する使用人は、必要あるときは、監査役の職務の補助業務を担当する。 

 

 (8)前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の補助業務を担当する場合、使用人は取締役の指揮・監督を受けないこととする。また使用

人が監査役の補助業務を担当している期間の異動は、各監査役の事前の同意を必要とする。 

 

(9)取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 

取締役および使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事実、または

会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく各監査役に報告しなければな

らない。また取締役及び使用人は、事業・組織に重大な影響を及ぼす決定を遅滞なく各監査役に報告

する。 

 

 (10)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

代表取締役は、監査役と可能な限り会合を持ち、業務執行とは別に会社運営に関する意見交換のほ

か、意思の疎通を図るものとする。また取締役会は、業務の適正を確保するうえで重要な業務執行の

会議への出席を確保する。 

 

(11)業務の適正を確保するための体制の運用状況 

① 取締役会は年間 5 回開催され、取締役の職務遂行の適法性を確保しています。 

② 監査役は、当社代表取締役及び取締役、会計監査人と必要に応じて意見交換を行い、情報の連携を

図っております。 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

（注） 本事業報告の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しています。 
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 貸 借 対 照 表  

 

平成３１年３月３１日現在 

 

 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

 

 Ⅰ 流動資産 

      現金及び預金 

      未収入金 

      前払費用 

   立替金 

   

 

 Ⅱ 固定資産 

    有形固定資産 

      建物 

      構築物 

      機械装置 

      工具器具備品 

    

   無形固定資産 

   電話加入権 

      施設利用権 

   その他無形固定資産 

      

投資その他の資産 

    その他投資等  

      繰延税金資産 

        

               千円 

   １８９，３９３ 

 １６６，４１４ 

       ２０，３８２ 

        １，７４０ 

          ８５５ 

    

 

    ５６９, ０８４ 

５１６，４７２ 

５１３，６１０ 

     ２，１３２ 

        ３０ 

          ６９９ 

            

       １，８８１ 

         ５１６ 

          ３７０ 

       ９９４   

        

      ５０，７３０ 

        ３，５５０ 

４７，１８０    

     

 

 

 Ⅰ 流動負債 

     未払金 

     未払費用 

     一年以内返済長期借入金 

   未払消費税等 

 預り金 

    前受収益 

   仮受金       

   賞与引当金  

 

Ⅱ 固定負債 

     長期借入金 

     預り保証金 

     退職給付引当金  

                千円 

     １０７，９１０ 

       ６，７６９ 

           ３２６ 

       ３６，９８５  

   １，７６８  

      ６０，４８６ 

            １６ 

        １，３８０ 

          １７７ 

 

      ５３４，８４９ 

    ４２３，９４５ 

     １１０，１２７ 

 ７７７ 

 

    

       

         

    負 債 合 計     ６４２，７５９ 

純  資  産  の  部 

 株主資本 

 資本金   

   利益剰余金 

     その他利益剰余金 

    繰越利益剰余金  

     

    １１５，７１７ 

   ５０，０００  

        ６５，７１７ 

    ６５，７１７  

６５，７１７ 

純 資 産 合 計     １１５，７１７ 

資 産 合 計     ７５８，４７７   負債 及び 純資産合計     ７５８，４７７ 

  （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。 
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  損 益 計 算 書   

      

 自  平成３０年 ４月 １日  

 至  平成３１年 ３月３１日  

      

 科目 金    額  

   千円 千円  

 売上高  ２０８，８８１  

 売上原価  １２２，９３７  

  売上総利益  ８５，９４４  

 販売費及び一般管理費  ４１，７０７  

  営業利益  ４４，２３６  

 営業外収益  ４，２０２  

  受取利息及び配当金 １   

  雑収入 ４，２００  

 営業外費用  ８，９１９  

 

 

 

 

 

支払利息 ８，９１８ 
 

 
 

雑損失 １ 

  経常利益  ３９，５２０  

 特別損失      １，１５１  

  建物圧縮損 １，１５１   

  税引前当期純利益  ３８，３６９  

  法人税、住民税及び事業税  ２０８  

  法人税等調整額  ２９，０２６  

  当期純利益  ６７，１８６  

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。  
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 株主資本等変動計算書  

                                    自    平成３０年 ４月 １日 

                                   至    平成３１年 ３月３１日 

 

              （単位：千円） 

  

株主資本 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
その他資本 
剰余金 

資本剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

当期首残高 1,572,500   0 △1,523,968 △1,523,968 48,531 48,531 

当期変動額               

 資本金の減少 △1,522,500 1,522,500 1,522,500   0 0 0 

 
剰余金の処分 
（欠損てん補）   △1,522,500 △1,522,500 1,522,500 1,522,500 0 0 

 当期純利益     0 67,186 67,186 67,186 67,186 

当期変動額合計 △1,522,500 0 0 1,589,686 1,589,686 67,186 67,186 

当期末残高 50,000 0 0 65,717 65,717 115,717 115,717 

 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。 
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 個 別 注 記 表  

 

自   平成３０年 ４月 １日 

至   平成３１年 ３月３１日 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 
なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

建 物 3 ～ 39 年 
構 築 物 10 ～ 45  
機 械 装 置 8 ～ 10  
工 具 器 具 備 品 2 ～ 20  
     

  

２．引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能額を検討し、回収不能見込み額を計上しています。  

 

賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を計上し

ています。 

 

  退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えて、当事業年度の退職給付債務に基づき計上しています。 

 

３．消費税等の会計処理 

消費税等の会計は、税抜き方式で処理しています。 

 

【 表示方法の変更 】 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年2月16日。以下「税効果会

計基準一部改正」という。)に従い、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示する方法に変更しております。 
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【 貸借対照表に関する注記 】 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 
(1) 担保に供している資産 

建 物 513,610 千円 
   

(2) 担保に係る債務 
長 期 借 入 金 460,930 千円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 902,702 千円 

３．無形固定資産の減価償却累計額  8,274 千円 

 

４．有形固定資産の圧縮記帳額 

 
1,151 

 
千円 

              

 

【 株主資本等変動計算書に関する注記 】 

発行済株式の種類及び総数 

発 行 済 株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度末株式数 

普 通 株 式 31,450 株 31,450 株 

 

【 税効果会計に関する注記 】 
 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰 延 税 金 資 産 

      賞 与 引 当 金                     64 千円 

      減 価 償 却 費                     25 千円 

       退 職 給 付 引 当 金                    247 千円 

      繰 越 欠 損 金                   170,154 千円                 

   繰 延 税 金 資 産 小 計                  170,491 千円 

  税務上の繰越欠損金に係る 

評 価 性 引 当 金 額                   △ 123,311 千円 

  繰 延 税 金 資 産 合 計                    47,180 千円 

   

【 リースにより使用する固定資産に関する注記 】 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、空調機器については、所有権移転外ファイナンス・リー 

ス契約により使用しております。 
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【 金融商品に関する注記 】 

１． 金融商品の状況に関する事項 

当社は、金融機関からの借入により資金を調達しています。  
 

２． 金融商品の時価等に関する事項 

平成 31 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりです。 
   （単位：千円） 

  
貸 借 対 照 表  

時  価(＊)   差   額 
計 上 額(＊) 

(1)   現金及び預金  166,414  166,414 － 

(2)   未収入金  20,382  20,382 － 

(3)   未払金 (6,769) (6,769) － 

(4)   未払法人税等 (0) (0) － 

(5)   未払消費税等 (1,768) (1,768) － 

(6)  預り金 (60,486) (60,486) － 

(7)  長期借入金 (460,930) (460,930) － 

(8)  預り保証金 (110,127) （注）  

 

    (＊)負債に計上されるものについては、( )で示しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

(1)現金及び預金、 (2)未収入金、(3)未払金、(4)未払法人税等、(5)未払消費税等及び(6)預り金は、短期間で決済され

るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(7)長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっています。 

(8)預り保証金については、将来キャッシュフローを見積もることなどが出来ず、時価を把握することが極めて困難

と認められるため記載しておりません。 
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【賃貸等不動産に関する注記 】 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、北九州市門司区において、賃貸用の商業施設ビルを所有しています。 

 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時   価 

513,610     774,000 

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

(注2) 当期末の時価は、不動産鑑定評価額によります。 

 

【 関連当事者との取引に関する注記 】 

親会社及び法人主要株主等 

 （単位：千円） 

種 類 
会 社 等 

の 名 称 

議決権の所

有(被所有)
の割合 (%) 

関連当事者

との関係 
取 引 の 内 容 支払計上額 科 目 期末残高 

その他の

関係会社 若築建設(株) 
(被所有) 

直接 26.58
間接－  

資金の借入 

借入金返済 334,000 借入金  － 

借入金利息(注 1) 3,663   

主要株主

(会社等) (株)フジタ 
(被所有) 

直接 12.72
間接－ 

資金の借入 

借入金返済 144,000 借入金  － 

借入金利息(注 1) 1,570   

 

条件及び取引条件の決定方針等 

 (注 1) 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。また、当社の建物を担保提供

しております。 
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【 1株当たり情報に関する注記 】 

１株当たり純資産額 3,679 円 42 銭 

１株当たり当期純利益   2,136 円 30 銭 

 

【 重要な後発事象に関する注記 】 

該当事項はありません。 
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 会計監査人監査報告書  謄本  

独立監査人の監査報告書  

 

                                                          令和元年５月２３日 

 門司港開発株式会社  

 取  締  役  会 御  中  

 

 

                     公認会計士北部九州監査団  
 
                                       公認会計士 神尾 康生   印 

 

私は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、門司港開発株式会社の平成３０

年４月１日から平成３１年３月３１日までの第２４期事業年度の計算書類、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ

いて監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示する

ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

  監査人の責任 

     私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。私は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

   監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入

手するための手続が実施される。監査手続は、私の判断により、不正又は誤謬による計算

書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及

びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

     私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

   監査意見 

    私は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及

び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

   利害関係 

    会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                  

以 上  
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監査役監査報告書  謄本 

監 査 報 告 書 

   私たちは、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの第２４期事業年度の取締役の職

務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告

いたします。 

 

 １．監査の方法及びその内容 

 私たちは、監査役が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、取締役会に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、他の監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けました。ま

た、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業

務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第 100 条第 1 項及び第 3 項に定める体

制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監視及び検証いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び

その附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規

則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企業会計審

議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づ

き、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書について検討いたしました。 

 

 ２．監査の結果 

（1）事業報告等の監査結果 

   一  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。  

   二  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。  

   三  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

    公認会計士北部九州監査団公認会計士神尾康生の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 

     令和元年５月３１日 

  

                        門司港開発株式会社 

                       社外監査役  立 花  秀 樹 

  

                       社外監査役  柴 田  晃 宏 
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株主総会の参考資料  
【議案及び参考事項】 
 第１号議案 取締役５名選任の件 
現取締役５名は、本定時株主総会をもって任期満了となる。また、令和元年６月２1日
をもって退任した元取締役内田健一氏の後任と合わせ、改めて下記のとおり５名を選
任する。 

候補者 
番 号 

氏   名 
(生 年 月 日) 

経歴 
所有する当

社 
の株式の数 

１ 
野
の

 畑
ばた

 昭
あき

 彦
ひこ

 

(昭和 31 年 11 月 5 日生) 

（重任） 

平成10年5月 門司港運株式会社 
           取締役専務 
平成14年1月 代表取締役社長 
平成17年6月 当社取締役 

０株 

２ 
惠
え

 下
した

 弘
ひろ

 幸
ゆき

 

(昭和 33 年 4月 5日生) 

（重任） 

平成20年5月 若築建設株式会社 
           九州支店営業部長 
平成22年6月 当社取締役 
平成24年4月 九州支店副支店長 
平成25年10月建設事業部門営業部・部長 

兼  開発不動産部・部長 
平成28年6月 建設事業部門執行役員営業

企画部長 
平成30年6月 常務執行役員 

０株 

３ 
落
おち

 石
いし

 政
まさ

 則
のり

 

(昭和 39 年 12 月 28 日生) 

（重任） 

平成21年1月 株式会社ジェネック 
経理グループ 兼 企画 
グループ グループ長 

平成23年4月 同執行役員 
平成24年6月 アジアパシフィック 

マリン㈱監査役 
平成26年6月 当社取締役 

０株 

４ 
木
き

 本
もと

  仁
じん

 

(昭和 44 年 6月 21 日生) 

（重任） 

平成 7年4月 運輸省入省 
平成24年7月 国土交通省総合政策局国際

政策課国際協力官 
平成26年4月 同東北地方整備局小名浜港 
      湾事務所長 
平成28年7月 同港湾局産業港湾課産業連
      携企画室長 
平成29年7月 北九州市港湾空港局長 
平成30年6月 当社取締役 

０株 

５ 
中
なか

 富
とみ

 美
み

 津
つ

 男
お

 

(昭和 25 年 12 月 21 日生) 

（新任） 

平成21年4月 港湾空港局       
整備・立地担当理事 

平成22年1月 港湾空港局長 
平成23年4月 港湾空港局相談役 
平成25年6月 ひびき灘開発株式会社  

代表取締役社長 
平成28年7月 ひびき灘開発株式会社顧問 

０株 

(注) 各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。 

   取締役候補者の内、野畑昭彦、惠下弘幸、落石政則、木本仁は社外取締役の候補者です。 
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[その他事項] 資本金の額の減少手続き完了の件 

当社の資本金の額は、下記の手続きを経て 15 億 2,250 万円減少し、5,000

万円となりました。 

 

(1)  債権者に対する臨時株主総会の終了 

   平成３０年 11 月３０日(金)に臨時株主総会を開催し、その提案理由を詳細に説

明し、その審議を求めたところ、満場一致を持って、承認可決されました。 

   なお、資本金の額の減少がその効力を生じる日は、平成３１年３月３０日としま

した。 

 

(2)  催告書の送付及び官報への公告 

 催告書については、会社法第４４９条第２項の規定により、平成３１年 1 月

３０日付で次の４社へ送付しました。 

・株式会社福岡銀行北九州営業部 

・株式会社  本シティ銀  司 店 

・株式会社北九州銀行門司支店 

・福岡ひびき信用金庫 

 官報については、平成３１年２月１日(金)官報第７４３９号で公告しました。 
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